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「改善報告書検討結果（福岡大学）」

　

※評価の過程を通じ、追加で根拠資料の提出があった場合には、当該資料について

　　

「［３］ 各指摘事項に対する改善状況」の「改善状況を示す具体的な根拠・データ

　　

等」 に追記しております。

以

　

上



〈改善報告書検討結果（福岡大学）〉

［１］ 概評

　

２０１５（平成２７） 年度の本協会による大学評価において、 貴大学に対して、努力課題と

して９項目の改善報告を求めた。これを受けて、貴大学では、「自己点検・評価推進会議」

を中心をこ検討を行い、 各部局において改善活動に取り組んでおり、 改善の認められる項

目が確認できる。ただし、以下に示す改善が不十分な事項については、更なる対応を求

める。

　

第一に、学位授与方針、教育課程の編成・実施方針（努力課題酬ｏ．２）については、概ね

改善が認められるものの、商学研究科商学専攻（博士課程前期・後期）の学位授与方針

において、課程修了にあたって修得しておくべき学習成果を示していないため、改善が

望まれる。同研究科においては、学位授与方針及び教育課程の編成・実施方針の改正案

を、 今後、 大学院委員会で最終決定することとしているため、 着実に
実施することが望

まれる。 なお、理学研究科、工学研究科では、研究科と専攻ごとに学位授与方針を定め

ており、 課程修了にあたって求められる知識・技能・態度等の学習成果はおお
よそその

中で確認できるものの、論文審査基準とも読み取れる記載が多数見受けられるため、学

習成果をより明確に記述することが望まれる。 さらに、大学評価時に提言の対象ではな

かった人文科学研究科日本語日本文学専攻、同英語学英文学専攻及び同仏語学仏文学専

攻の博士課程前期、同教育・臨床心理専攻（博士課程前期・後期）、法曹実務研究科にお

いても、 課程修了にあたって修得しておくべき学習成果を示していないため、 あ
わせて

改善に取り組むことが望まれる。

　

第二に、教育課程・教育内容（努力課題Ｎｏ．３） については、商学研究科博
士課程後期に

おいて、 リサーチワークにコースワ←クを適切に組み合わせたカリキュラ
ムを編成して

いるとはいえないため、 課程制大学院制度の趣旨に照らし、 同課程にふさわしい教育内

容を提供するよう改善が望まれる。 なお、２０２０（令和２） 年度より商学研究科博士課程

後期のカリキュラムにコ←スワークとして 「商学特別講義Ａ～Ｈ」 を新設することとし

ているため、 着実に実施することが望まれる。

　

第三に、学生の受け入れ（努力課題Ｎｏ．９）については、収容定員に対する在籍学生数比

率が、医学部医学科で１．０５と一層高くなっているため、改善
が求められる。また、理学

研究科博士課程後期で０．２１と低いため、 改善が望まれる。

　

以上の事項について、 引き続き改善に取り組むとともに、 貴大学が掲げる理念・目的

の実現のために、 不断の改善・向上に取り組むことを期待したい。

［２］ 今後の改善経過について再度報告を求める事項

なし



［３］ 各指摘事項に対する改善状況

　

１ 努力課題について

Ｎｏ． 種

　　

別 内

　　

容

ｌ 基準項目 ４， 教育内容・方法・成果

（１）教育目標、学位授与方針、教育課程の編成・

実施方針

指摘事項 医学部看護学科の教育課程の編成・実施方針は、
教育内容・方法等に関する基本的な考え方が示され

ていないので、 改善が望まれる。

評価当時の状況 認証評価当時、医学部看護学科では人材養成およ

び教育研究上の目的に基づき三つのポリシー（学位

授与方針、教育課程の編成・実施方針、学生の受け

入れ方針） を策定していたものの、 教育の課程編

成・実施方針 （以下 「ＣＰ」 という。） には、 学位

授与方針を達成するための教育内容・教育方法が明

確に記述されていなかった。学修ガイドに「教育課

程編成の基本姿勢」「教育課程の特色と概要」「専門

教育科目の系統的学習形態」「専門教育科目の特徴」

について記述するのみであった。

評価後の改善状況 ２０１６（平成２８） 年度より「福岡大学学士課程教

育の一体的改革」として、学長の諮問機関である基

本計画委員会の下に設置した教育制度専門部会で
ニつのポリシーの見直し等に向けた検討を行い、
「ポリシーの見直し等に関するガイドライン」（資

料１－ｒｌ） を策定した。 また、 教務委員会の下に設

置した 「ポリシーの見直し等に関する検討委員会」

において、同ガイ ドラインに沿って学位 （教育） プ

ログラムごとにポリシーの見直しに係る検討を進

めた。

　

医学部看護学科では、同ガイ ドラインに従い、三

つのポリシーの見直しを進め、２０１７（平成２９） 年６

月 ２８日に開催の医デニ；二召豪γＦ：教反Ａ識てＣＰの

改正案が審議・了承された （資料 １－１－２）。 その策

定過程において、ＣＰに教育内容・方法等に関する

基本的な考え方を明示した （資料１－１－３）。
その後、 自己点検・評価推進会議 （２０１９（平成

２



３１） 年１月３１日開催） において、 改善が完了して

いることを確認した （資料１‐１‐４、１‐１－の。

改善状況を示す具体的な根拠・データ等

・１－１－１

　

「ポリシーの見直し等に関するガイ ドライ ン」

・１－１【２

　

「医；御看護γ召罫
′人

　

＝； ふ （２０１７（平成２９） 年６月２８日）開

　　　　

催」

・１】１【３

　

「公式ウェブサイト→情報公表→教育研究上の目的→学部→医学部→

　　　　

看護学科」

ｈｔ十 ハ：／／Ｍ楓 ｆ，．一ｎしーｕ．ａｃ．ｉｂ／ｄｉｓｃ ｓｕｒ ｐｏ
ｌｉｃｖ／ｕｎｄｅｒｇｒａｄｕａｔｅ／

・１－１－４

　

「自己点検・評価推進会議議事録 （２０１９（平成３１） 年１月３１日開催）」

・１１－５

　

「『努力課題』 に対する改善報告書一覧」

Ｎｏ 種

　　

別 内

　　

容

２ 基準項目 ４． 教育内容・方法・成果

（１）教育目標、学位授与方針、教育課程の編成、

実施方針

指摘事項 経済学研究科経済学専攻、薬学研究科健康薬科学

専攻・薬学専攻の学位授与方針および経済学研究科

経済学専攻、商学研究科商学専攻の教育課程の編

成・実施方針は課程ごとに示されていない。

　

また、学位授与方針に関し、人文科学研究科社

会・文化論専攻を除く各専攻の博士課程後期、法学

研究科公法専攻・民刑事法専攻、経済学研究科経済

学専攻、商学研究科商学専攻、理学研究科応用物理

学専攻博士課程前期を除く各専攻の博士課程前期

および時↓ニニ 期、工学研究科情報・制御システ

ム工学専攻、医学研究科看護学専攻を除く各専攻、

スポーツ健康科学研究科スポーツ健康科学専攻に

ついては、課程修了にあたって修得してお
くべき学

習成果が示されていない。

　

さらに、教育課程の編成・実施方針に関
し、経済

学研究科経済学専攻、商学研究科商学専攻、医学研

究科看護学専攻、薬学研究科健康薬科学専攻・薬学

専攻（健康薬科学専攻の「総合薬学プログラム」を

除く）については、教育内容・方法等に関する
基本

的な考え方が示されていないので、 改善が望まれ

１１－５

　

「『努力課題』 に対する改善報告書一覧

　　　　　　　　　　

３



る。

評価当時の状況

　

各研究科の三つのポリシ （沓位授与方針、教育

課程の編成・実施方針、学生の受け入れ方針）は、
専攻ごとに策定しており、課程ごとに策定すること

を大学として求めていなかった。また、三つのポリ

シ」の内容は各研究科を中心に作成しており、大学
として学位授与方針 （以下 「ＤＰ」 という。） に学

習成果が明示されているか、教育課程の編成・実施
方針 （以下 「ＣＰ」 という。） において教育内容・

方法等に関する基本的な考え方が示されているか
を点検・評価していなかった。

評価後の改善状況

　

三つのポリシーの見直しは、各研究科の通常委員
会で了承された改正案を、大学院の教学に関する重

要事項を審議する大学院委員会で審議・了承するプ
ロセスをとっている。

　

各研究科が指摘された事項について、２０１９（平成

３１） 年１月３１日開催の自己点検・評価推進会議で
進捗状況を確認した結果、改善が完了していない部

局も見受けられ、引き続き対応するよう指示した
（資料１…１一４、１‐１－５）。

　

商学研究科商学専攻を除く各研究科で了承され
たＤＰおよびＣＰの改正案については、その後の大

学院委員会で審議・了承され、本学公式ウェブサイ
ト等で広く公表している （資料１－２‐１）。

　

なお、各研究科における改善状況は以下のとおり

である。

　

人文科学研究科社会・文化論専攻を除く各専攻の
博士課程後期では、ＤＰの見直しに向けて人文科学
研究科通常委員会で検討し、２０１９（平成 ３１） 年 ２

月 １８日に開催の同委員会において、課程修了にあ
たって修得しておくべき学習成果を明示したＤＰ

の改正案が審議・了承された （資料１－２－２）。

　

法学研究科公法専攻・民刑事法専攻では、ＤＰの

見直しに向けて法学研究科通常委員会で検討し、
２０１９（平成３１） 年２月１９日に開催の同委員会にお

いて、課程修了にあたって修得しておくべき学習成

員

　

重

　

プ

４



果を明示したＤＰの改正案が審議・了承された（資

料１‐２－３）。

　

経済学研究科経済学専攻では、ＤＰおよびＣＰの

見直しに向けて経済学研究科通常委員会で検討を

重ね、２０１８（平成３０） 年２月１９日に開催の同委員

会において、博士課程前期と博士課程後期で区別し

たＤＰとＣＰの改正案、課程修了にあたって修得し

ておくべき学習成果を明示したＤＰの改正案、教育

内容・方法等に関する基本的な考え方を明示したＣ

Ｐの改正案が審議・了承された （資料１－２－４）。

　

商学研究科商学専攻では、ＣＰの見直しに向けて

商学研究科通常委員会で検討を重ね、２０１７（平成

２９） 年２月２１日に開催の同委員会において、 博士

課程前期と博士課程後期で区別したＣＰの改正案

が審議・了承された （資料 １－２－５）。 また、 ＤＰお

よびＣＰの見直しに向けて、２０１９（令和元） 年５月

２２

　

日に開催の同委員会において、 課程修了にあた

って修得しておくべき学習成果を明示したＤＰの

改正案、教育内容・方法等に関する基本的な考え方

を明示したＣＰの改正案が審議・了承された（資料

１－２【６、１‐２－７）。 今後、 大学院委員会で最
終決定す

る予定である。

理学研究科応用物理学専攻博士課程前期を除く

各専攻の博士課程前期および博士課程後期では、Ｄ

Ｐの見直しに向けて理学研究科通常委員会で検討

を重ね、２０１６（平成２８） 年１月２６日に開催の同委

員会において、課程修了にあたって修得しておく
べ

き学習成果を明示したＤＰの改正案が審議・了承さ

れた （資料１－２－８）。

　

工学研究科・情報・制御システム工学専攻では、Ｄ

Ｐの見直しに向けて工学研究科通常委員会で検討

を重ね、２０１６（平成２８） 年２月２４日に開催の同
委

員会において、課程修了にあたって修得しておくべ

き学習成果を明示したＤＰの改正案が審議・了承さ

れた （資料１‐２一９）。

　

医学研究科看護学専攻を除く各専攻では、ＤＰの

５



見直しに向けて医学研究科博士課程小委員会で検

討を重ね、２０１６（平成２８） 年１２月７日に開催の同

委員会において、課程修了にあたって修得しておく
べき学習成果を明示したＤＰの改正案が審議・了承

された （資料１－２‐１０）。 また、 医学切れ〆石磯子専

攻では、ＣＰの見直しに向けて医学研究科看護学専

攻修士課程臨時小委員会で検討を重ね、２０１６（平成

２８） 年７月１４日に開催の同委員会において、教育

内容・方法等に関する基本的な考え方を明示したＣ

Ｐの改正案が審議・了承された （資料１－２‐１１）。

　

薬学研究科健康薬科学専攻（「総合薬学プログラ
ム」 を除く）・薬学専攻では、 ＤＰおよびＣＰの見

直し、健康薬科学専攻（「総合薬学プログラム」）で

は、ＤＰの見直しに向けて薬学詩研究科通常委員会で
検討を重ね、２０１６（平成２８） 年２月２２日に開催の

同委員会において、博士課程前期とｉ専Ｌ課細後期ぐ

区別したＤＰの改正案、教育内容・方法等に関する

基本的な考え方を明示したＣＰの改正案が審議・了

承された （資料１‐２一１２）。

　

スポーツ健康科学研究科スポ」ツ健康科学専攻

では、ＤＰの見直しに向けてスポーツ健康科学研究

科通常委員会で検討し、２０１９（平成３１） 年 ４月

　

８

日に開催の同委員会において、課程修了にあたって

修得しておくべき学習成果を明示したＤＰの改正

案が審議・了承された （資料１－２‐１３、１－２‐１４）。

改善状況を示す具体的な根拠・データ等

・１－１」４

　

「自己点検・評価推進へ ＝”串録 （２０１９（平成３１） 年１月３エ日開催）」

・１－１」５

　

「『努力課題』 に対する改善報告書一覧」

・１】２－１

　

「公式ウェブサイト→情報公表→教育研究の目的→大学院」
ｈｔｔｐｓ：／／ｗｗｗ．ｆ，，ｋｎ^ し ｕ．ａｃ．ｉ〆ｄｉ轡Ｔｎｄ，ｒ ｐｏｌｉｃｙ ｒｑ市，Ｑｔｅ／

・１」２－２

　

「人文科学研究科通常委員会議事録 （２０１９（平成３１） 年２月１８日

　　　　

開催）」

・１【 ３

　

「法学研究科通常委員会議事録 （２０１９（平成３１） 年２月１９日開催）」
・１‐２－４

　

「経済学研究科通常委員会議事録 （２０１８（平成３０） 年２月１９日開催）」
・１－２】５

　

「商学研究科通常委員会議事録 （２０１７（平成２９） 年２月２１日開催）」

・１‐２－６

　

「商学研究科通常委員会議事録 （２０１９（令和元） 年５月２２日開催）」「商学研究科通常委員会議事録（２０１９（令和元）年５月２２日開催）」

６



７

・１－２－７

　

「ポリ シ 改正案」

・１－２－８

　

「理学研究科通常委員会議事録 （２０１６（平成２８） 年１月２６日開催）」

・１－２「９

　

「工学研究科通常委員会議事録 （２０１６（平成２８） 年２月２４日開催）」

・１－２「１０

　

「医γ貰え科尊士課程小委員会議事録 （２０１６（平成２８） 年１２月７

　　　　

日開催）」

・１－２【１１

　

「医学研究科看護学専攻修士課程臨時小委員会議事録 （２０１６（平成

　　　　

２８） 年７月 １４日開催）」

・１－２‐１２

　

「薬学研究科通常委員会議事録 （２０１６（平成２８） 年２月２２日開催）」

・１】２‐１３

　

「スポーツ健康科学研究科通常委員会議事録 （２０１９（平成３１） 年４

　　　　

月 ８日開催）」

・１－２ ４

　

「スポーツ健康科学研究科ディプロマ・ポリシ」改正案」

Ｎｏ． 種

　　

別 内

　　

容

３ 基準項目 ４． 教育内容・方法・成果

（２）教育課程・教育内容

指摘事項

　

大学院博士課程後期において、商学研究科は、リ

サーチワークにコ←スワ」クを適切に組み合わせ

たカリキュラムとはいえないので、丁，．．ソ・；・

度の趣旨に照らして、同課程にふさわしい教育内容

を提供することが望まれる。

評価当時の状況 大学院博士課程後期において、コ」スワークとし

ての科目を設置しておらず、 研究指導科目として

「特別研究ｌａ～ｍｂ」を設けていたが、コースワー

クを加味した授業内容になっていなかった。

評価後の改善状況 商学研究科の指摘事項について、２０１９（平成３１）

年１月３１日開催の自己点検・評価推進ム歳で進捗

状況を確認した結果、改善の途中であったため、引

き続き対応するよう指示した（資料１－１－４、１－１－５）。

商学研究科では、商学研究科改革小委員会のも

と、他の研究科や他大学の現状を調査し、カリキュ

ラムの見直しに向けて検討を進めた。２０１９（令和元）

年５月２２日開催の商学研究科通常委員会において、

２０２０（令和２）年度より商学研究科博士課程後期の

カリキュラムにコ←スワ クとして「商学特別講義

Ａ～Ｈ」を新設する方向性が確認された（資料１‐２－６、

１－３ｍｌ）。なお、これを踏まえたカリキュラム改正案



について、２０１９（令和元）年９月に開催の商学研究

科通常委員会において、引き続き検討する予定であ
る。

改善状況を示す具体的な根拠・データ等

・ｒｌ－４

　

「自己点検・評仙遊進△、＝●宇録 （２０１９（平成３１） 年１月３１日開催）」
・１‐１】５

　

「『努力課題』 に対する改善報告書一覧」

・１－２】６

　

「商学研究科通常委員会議事録 （２０１９（令和元） 年５月２２日開催）」
・１－３－１

　

「商学研究科商学専攻カリキュラム改正案」

Ｎｏ． 種

　　

別 内

　　

容

４ 基準項目 ４． 教育内容・方法・成果

（３） 教育方法

指摘事項 授業アンケートは各学部・センタ←が実施してお

り、結果の分析や活用も各部局に任せている。教育

内容・方法等の改善のために、大学全体として仕組

みを検討し、組織的な改善に取り組むよう改善が望

まれる。
評価当時の状況 授業アンケ」トは、各学部・センタ が個別に設

問項目を設定し、実施していた。 また、授業改善の

ためのアンケ」ト結果の活用が教員の自主性に任

され、授業改善へ向けた組織的な点検が十分に行わ

れていなかった。

評価後の改善状況

　

２０１６（平成 ２８）年度より「福岡大学学士課程教

育の一体的改革」として、学長の諮問機関である基

本計画委員会の下に設置した教育制度専門部会で、
授業アンケ」トのあり方、結果の活用に関する検討

を行い、「新授業アンケ」ト実施要綱」（資料１‐４－１）

を策定した。 これに基づき、２０１７（平成 ２９） 年度

には、教育開発支傍
肌．二．ｒ設置した新授業アンケー

ト実施準備委員会において、２０１８（平成 ３０） 年度

からの実施に向けアンケート項目を検討し、後期授

業での試行実施やＷｅｂシステムの構築等を行った。
その後、２０１８（平成 ３０） 年度から全授業科目につ

いて、Ｗｅｂによる全学統一の授業アンケートを実施

することとした。
新授業アンケ」トは、学生が自己の学習を振り返

８



　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

▼ り、学生自身の自律的な成長を支援するため、
学生

のパフォーマンスに焦点を当てた設問項目で構成

し、アンケートの回答データや集計結果は
全学や学

部における組織的な教育改善に活用するとともに、

学生は自身の学習の到達状況の確認や学習姿勢の

改善に活用できるように設計している （資料

１－４－２）。

２０１８（平成 ３０） 年度からの本格実施にあたって

は、事前に教員を対象にした説明会を開催し（資料

１‐４「３）、 対象教員には実施マニュアルを配付
した

（資料 １－４－４）。 また学生には、 学内での掲示や学

生向けネットワ←クシステム（ＦＵポータル）を使

って情宣を行った （資料１－４５）。

実施対象は２０１８（平成３０） 年度に開講した全授

業科目とし、回答率は前期７６．３％、後期５８，１％
（回

答学生数／履修学生数） であった （資料 １－４‐６、

１一４－７）。

各期の終了後には、授業アンケートの単純集計結

果および成績等の情報と授業アンケートの回答を

交えた学習成果に関する情報を学生、教員、学位（教

育） プログラム責任者へフィードバックした。

　

これにより、教員個人は、授業の設計・内容等
を

確認することができ、学位 （教育） プログラム単位

ではカリキュラム・マネジメントや学位授与方針

（ディプロマ・ポリシー） の検証、課題等について

確認をすることが可能となった。また、学生はフィ

ードバックされる情報を用いて、より適切に自身の

学習の状況や傾向、特徴などを把握することが可能

となった。

　

全学的な授業アンケートの結果については、学内

および学外に公開している （資料１－４－８）。

　

今回の新授業アンケート導入により、教育内容・

方法等の改善が、全学的・組織的に行えるようにな

っている。

　

なお、 自己点検・評価推進会議 （２０１９（平成３１
）

年１月３１日開催） において、 改善が完了している

９



ｒことを確認した （資料 トト４、 トト５）。
改善状況を示す具体的な根拠・デ←タ等

・１」１【４

　

「自己点検・評価馨：ニムー， ず鎌 （２０１９（平成３１） 年１月３１日開催）」
・１－１【５

　

「『努力課題』 に対する改善報告書一覧」

・１－４‐１

　

「新授業アンケート実施要綱」

・１‐４－２

　

「新授業アンケー トの概略」

・１【４‐３

　

「新授業アンケ」トＦＵＲ工眼 について」

・１【４－４

　

「新授業アンケートＦＵＲ工難 教員用マニュアル」

・１－４】５

　

「新授業アンケートＦＵＲ工融 学生用マニュアル」

・１”４】６

　

「２０１８年度前期授業アンケ」ト速報値資料集 （学外公開版）」
・１－４】７

　

「２０１８年度後期授業アンケート速報値資料集 （学外公開版）」
・１‐４－８

　

「教育開発支援機構ウェブサイト→教学工Ｒ→新授業アンケ」ト

　　　　

ＦＵＲ口帆をこつい て」

ｈｔｔｐ：／／ｗｗｗ．ｉ ｑｈｐ ｆ１１加（』－ｕ．ａｃ．ｊｐ／ｉｒ．ｈｔｍｌ
ｈｔｔｐ：／／ｗｗｗ．ｉ ｑｈｐ ｆ１１加（』－ｕ．ａｃ．ｊｐ／ｉｒ．ｈｔｍｌ

Ｎｏ． 種

　　

別 内

　　

容

５ 基準項目 ４． 教育内容・方法・成果

（３）教育方法

指摘事項 法学研究科、経済学研究科、理学研究科、工学研

究科の博士課程前期および博士課程後期、薬肖学研究

科の修士課程および博Ｌ課柱、商学研究科博士課程

後期の研究指導計画については、研究指導のスケジ

ュ」ルの学生への明示が不十分である

ので、 改善が望まれる。
評価当時の状況

　

大学院便覧において、研究科ごとに「修士学位取

得のためのガイドライン」「博士学位取得のための

ガイ ドライン」を定めており、学位申請までの要件

やプロセス等を学生へ明示していた。

　

人文科学研究科、商学研究科博士課程前期、医学

研究科修士課程・博士課程、スポーツ健康科学研究

科、法曹実務研究科以外の研究科・課程において、
ガイドラインに示している学位申請までのプロセ

スでは、学位申請に至るまでの各段階において行う

べきことをあらかじめ大学院学生が把握するとい

う点で不十分な内容であった。
評価後の改善状況 法学研究科博士課程前期および博士課程後期で法学研究科博士課程前期および博士課程後期で

　

ｌｏ



は、２０１６（平成２８） 年４月以降、法学研究科の新

入生に対して、入学式後に開催する倫理セミナーの

際に、「修士論文作成日程共通スケジュ」ル」 およ

び「博士学位論文作成共通スケジュール」を配付し

ている （資料１５－１、１５２）。

経済学研究科博士課程前期および博士課程後期

では、学位取得のためのガイドラインを全面的に見

直し、博士課程前期、博士課程後期ともに学位取得

までの標準的なスケジュールおよび各年次に達成

すべきことを大学院便覧に明示している （資料

１一５‐３

　

２５７頁、 ３０４～３０６頁）。

商学Ｔ元科棒↓ニルム販 は、商学研究科学務委

員が履修登録時にガイダンスを行い、「学位取得ま

での手引き」を用いて学位論文の提出および審査に

向けてのスケジュールを学生に説明している（資料

１－５－４）。

理学研究科博士課程前期および博士課程後期で

は、理学研究科拡大専攻主任会および理学研究科通

常委員会において、各学年における年間を通じた月

ごとの研究指導スケジュールを検討し、大学院便覧

に明示している （資料 １一５‐３

　

２６１・２６２頁、３１０～

３１２頁）。

工学研究科博士課程前期および博士課程後期で

は、専攻主任会において、努力課題の指摘がなかっ

た研究科の学位取得のためのガイドラインを参考

に修正案を検討し、工学研究科通常委員会の議を経

て、大学院便覧に研究指導スケジュールを明示して

いる （資料１‐５‐３

　

２６３・２６４頁、３１３～３１５頁）。

薬学研究科修士課程および博士課程では、研究指

導のスケジュールについて、４月に実施するガイダ

ンスの際に学生に対し詳細に説明するほか、大学院

便覧に明示している（資料１－５一３

　

２６９・２７０頁、３１９

～３２１頁）。

　

なお、各研究科について、自己点検・評価推進会

議 （２０１９（平成３１） 年１月３１日開催） において、

改善が完了していることを確認した （資料１【１－４、改善が完了

１１



Ｉ Ｈ－５）。

改善状況を示す具体的な根拠・データ等

・１－１」４

　

「自己点検・評価言．仏ム

　

ーデ緑 （２０１９（平成３１） 年１月３１日開催）」

・１」１－５

　

「『努力課題』 に対する改善報告書一覧」

・１－５－１

　

「修士論文作成日程共通スケジュ ル及び審査基準」
・１－５－２

　

「博士学位論文作成共通スケジュ」ル及び審査基準」

・１－５－３

　

「平成３１年度 大学院便覧」

．１－５【４

　

「商学研究科 『学位取得までの手引き』２０１９年度版」

Ｎｏ． 種

　　

別 内

　　

容

６ 基準項目 ４． 教育内容・方法・成果

（４）成果

指摘事項

　

医学研究科の博士課程の公開審査では、論文審査

の主査を学位申請者の研究指導教員が務めている

ので、論文審査の公平性・透明性の観点から、改善

が望まれる。
評価当時の状況

　

医学研究科の学位の授与は公開審査を実施し、そ

の後、医学研究科博士課程・修士課程小委員会、大

学院委員会の議を経て承認されることとなってい

た。医学研究科博士課程の公開審査では、主査を論

文申請者の研究指導担当者が務めていたため、論文

審査の公平性・透明性観点から改善が望まれる状況

であった。

評価後の改善状況

　

医学研究科博士課程では、医学研究科博士課程小

委員会のもと、論え舎宣み綱の見直しについて検討

を行った。見直しの結果、学位申請者１名に対して、
主査として学位申請者の研究指導教員以外の教員１

名、副査として論文作成に関与しない担当教員２名

の計３名を、事前審査および医学研究科博士課程小

委員会の議を経て選出することとした （資料

１‐６一１）。 この見直しに伴い、２０１６（平成 ２８） 年 ４

月に大学院学位規程および医学研究科博士学位申

請取扱細則を改正した。大学院学位規程および医学

研究科博士学位申請取扱細貝－Ｊについては、大学院便

覧に掲載し、 学生へも周知している （資料 １－５一３

２２８・２２９頁、２８９・２９０頁）。

１２



１３

その後、 自己点検・評価推進会議 （２０１９（平成

３１） 年１月３１日開催） において、 改善が完了して

いることを確認した （資料１‐１－４、１－１－５）。

改善状況を示す具体的な根拠・データ等

・１【１‐４

　

「自己点検・評価｝ご仕人

　　　

丁二 （２０１９（平成３１） 年１月３１日開

　　　　

催）」

．１‐１【５

　

「『努力課題』 に対する改善報告書一覧」

・１‐５－３

　

「平成３１年度 大学院便覧」

・１－６【１

　

「医学研究科博士課程小委員会議事録 （２０１６（平成２８） 年１月１３

　　　　

日開催）」

Ｎｏ． 種

　　

別 内

　　

容

７ 基準項目 ４． 教育内容・方法・成果

（４）成果

指摘事項 スポーツ健康科学研究科における学位論文審査

基準は、博士課程前期および博士課程後期で同一の

内容となっているので、課程ごとに定めるよう改善

が望まれる。

評価当時の状況 大学院便覧において、学位に求める水準を満たす

論文であるか否かを審査する基準を明記していた

ものの、博士課程前期および博士課程後期で同一の

内容となっていた。

評価後の改善状況 スポーツ健康科学研究科通常委員会（２０１６（平成

２８） 年２月２４日開催） において、 指摘事項への対

応を検討し、スポーツ健康科学研究科博士学位申請

取扱細則を改正することが了承された （資料

１－７「１）。 ２０１６（平成 ２８） 年度から、 博士課程後期

の学ィ立論文審査基準を大学院便覧で明示している

（資料１－５‐３

　

２９４～２９６頁）。

その後、 自己点検・評価三進公論 （２０１９（平成

３１） 年１月 ３１日開催） において、 改善が完了して

いることを確認した （資料１一１－４、１一１－５）。

改善状況を示す具体的な根拠・データ等

・１－１【４

　

「自己点検・評価推進会議議事録 （２０１９（平成３１） 年３月３１日開

　　　　

催）」

・１】１「５

　

「『努力課題』 に対する改善報告書一覧」



・１‐５－３

　

「平成３１年度 大学院便覧」

・１－７‐１

　

「スポーツ健康科学研究科通常委員会議事録 （２０１６（平成２８） 年２

　　　　

月 ２４日開催）」

１‐５－３

　

「平成３１年度 大学院便覧」

Ｎｏ． 種

　　

別 内

　　

容

８ 基準項目 ５， 学生の受け入れ

指摘事項

　

経済学研究科経済学専攻および商学研究科商学

専攻において、学生の受け入れ方針が、博士課程前

期と博士課程後期で区別されていない。また、経済

学研究科経済学専攻、薬学研究科健康薬科学専攻・

薬学専攻、スポーツ健康科学研究科スポ ツ健康科
学専攻、工学研究科資源循環・環境工学専攻のいず

れの課程においても学生の受け入れ方針は、求める

学生像が明示されていないので、 改善が望まれる。
評価当時の状況 研究科の三つのポリシーは、専攻ごとに策定して

おり、課程ごとに策定することを大学として求めて

いなかった。

　

また、三つのポリシーについては、各研究科が主

体となって検討しており、大学として学生の受け入

れ方針 （以下、「ＡＰ」という。） に求める学生像を

明示しているかを点検・評価していなかった。
評価後の改善状況

　

三つのポリシーの改正にあたっては、各研究科の

通常委員会で了承された改正案を、大学院の教学に

関する重要事項を審議する大学院委員会ぐ審議・了

承するプロセスをとっている。

　

経済懲研究科経済学専攻では、ＡＰの見直しに向

けて経済学研究科通常委員会で検討を重ね、２０１８

（平成３０）年２月１９日に開催の同委員会において、
博士課程前期と博士課程後期で区別するとともに、
求める学生像を明示したＡＰの改正案が審議・了承

された （資料１‐２－４）。

商学研究科商学専攻では、ＡＰの見直しに向け

て、商学研究科通常委員会で検討を重ね、２０１７（平

成２９） 年２月２１日に開催の同委員会において、 博

士課程前期と博士課程後期で区別したＡＰの改正

案が審議・了承された （資料１－２－５）。

１４



　

工学研究科資源循環・環境工学専攻では、ＡＰの

見直しに向けて、工学研究科通常委員会で検討を重

ね、２０１６（平成２８） 年２月２４日に開催の同委員会

において、求める学生像を明示したＡＰの改正案が

審議・了承された （資料１－２－９）。

薬学研究科健康薬科学専攻・薬学専攻では、ＡＰ

の見直しに向けて、薬学研究科通常委員会で検討を

重ね、２０１６（平成２８） 年２月２２日に開催の同委員

会において、求める学生像を明示したＡＰの改正案

が審議・了承された （資料１－２－１２）。

スポーツ健康科学研究科スポーツ健康科学専攻

では、ＡＰの見直しに向けて、スポーツ健康科
学研

究科通常委員会で検討を重ね、２０１６（平成２８）年２

月 ２４日に開催の同委員会において、 求める学生像

を明示したＡＰの改正案が審議・了承された（資料

１一７‐１）。

各研究科の通常委員会で了承されたＡＰの改正

案については、その後の大学院委員会で審議・了承

され、本学公式ウェブサイト等で広く公表している

（資料１－２－１）。

　

なお、２０１９（平成３１） 年１月３１日に開催の自己

点検・評価推進会議において、改善が完了している

ことを確認した （資料１－１－４、１－１‐５）。

改善状況を示す具体的な根拠・データ等

・１肝１４

　

「自己点検・評価誓壮へ
」＝．÷鉢 （２０１９（平成３１） 年１月３１日開

　　　　

催）」

・１－１【５

　

「『努力課題』 に対する改善報告書一覧」

・１－２－１

　

「公式ウェブサイト→情報公表→教育研究上の目的→大学院」

ｈｔｔｐｓ：／′
／
，．，”，．ｆ，市．ｍ☆『ｕ．“（

　

ｆｐ／ｄｉｓｃ．ぐぐ，，ｒｅかｎｌｉｃｙをｒ〆ｕ ｔｅ／

・１－２‐４

　

「経済学研究科通常委員会議事録 （２０１８（平成３０） 年２月１９日開

　　　　

催）」

・１－２－５

　

「商学研究科通常委員会議事録 （２０１７（平成２９） 年２月２１日開催）」

・１－２」９

　

「工学研究科通常委員会議事録 （２０１６（平成２８） 年２月２４日開催）」

．１【２一１２

　

「薬学研究科通常委員会議事録 （２０１６（平成２８） 年２月２２日開催）」

・１ －１

　

「スポーツ健康科学研究科通常委員会議事録 （２０１６（平成２８） 年２

　　　　

月 ２４日開催）」

環境工学専攻では、

１５



Ｎｏ． 種

　　

別 内

　　

容

９ 基準項目 ５． 学生の受け入れ

指摘事項

　

収容定員に対する在籍学生比率について、商学部

において経営学科で １．２５、 医学部において医学科

で１．０１、 経済学研究科博士課程前期で ２．２０ と高

く、薬学研究科修士課程で０，３０、 法学研究科博士

課程後期で

　

０．２０、 理学研究科博士課程後期で

０．１８、法曹実務研究科で ０．３５ と低いので、改善が

望まれる。
評価当時の状況

　

収容定員に対する在籍学生比率について、商学部

経営学科では、入学定員を超過する数の学生を受け

入れていたため、同比率が１．２５と高くなっていた。

　

医学部医学科は、入学定員と同数の学生を受け入

れていたが、留年者等の影響により、同比率が１．０１

となっていた。

　

経済学研究科博士課程前期では、入学定員を超過

する数の学生を受け入れており、 同比率が２．２０ と

高くなっていた。

　

薬学研究科修士課程では、入学定員に満たない数

の学生しか受け入れることができなかったため、同

比率が０，３０と低くなっていた。

　

ぞ去丁射ん科博士課程後期では、入学定員に満たな

い数の学生しか受け入れることができなかったた

め、 同比率が０．２０と低くなっていた。

理学研究科博士課程後期では、入学定員に満たな

い数の学生しか受け入れることができなかったた

め、 同比率が０．１８と低くなっていた。

法曹実務研究科では、入学定員に満たない数の学

生しか受け入れることができなかったため、同比率

が０．３５と低くなっていた。

評価後の改善状況 学部・研究科の収容定員に対する在籍学生比率

は、毎年度、 大学基礎データを作成し、自己点検・

評価推進会議でその推移を確認している （資料

１【９‐１、１－９－２）。 なお、 各学部・研究科の改善状況

は、 以下のとおりである。

１６



　

商学部経営学科における、２０１９（令和元）年度の

収容定員に対する在籍学生比率は １．１０となってい

る。入学定員に沿った入学者数の確保をより徹底す

ることにより、 評価当時１．２０であった入学定員に

対する入学者数比率 （５年間平均） は、２０１９（令和

元） 年度は１．０７まで改善しており、 収容定員に対

する在籍学生比率の改善につながっている。

　

医学部医学科における、２０１９（令和元）年度の収

容定員に対する在籍学生比率は １．０５ となってい

る。これは、留年者が複数発生していることに起因

している。 全国医学部長病院長会議の資料による

と、医学部生の留年率（特に２年次と４年次）は高

くなる傾向にあり、本学も同様である。地域枠学生

の留年率が高く、抑制できていないことが一因と考

えている。

経済学研究科博↓課把前鮒セγ桝ける、２０１９（令和

元）年度の収容定員に対する在籍学生比率は ０，５５

となっている。同比率が高いという指摘に対する状

況は改善されたものの、現在は定員を満たすことが

できていない。より多くの受験生に門戸を開くため

に、２０２０（令和２） 年度入学生から留学生や帰国子

女に限らず、英語による授業を希望する学生を受け

入れる等の入試制度の改正を行っており （資料

１‐９－３、 １０４）、 受験生の増加につながることを期

待している。

法学研究科博士課程後期における、２０１９（令和元）

年度の収容定員に対する在籍学生比率は ０．６７とな

っている。 ２０１５（平成 ２７） 年度から入学定員を

　

６

人から３人に変更したものの、定員を満たしておら

ず、 引き続き入学者の確保に努める。

理学研究科博士課程後期における、２０１９（令和元）

年度の収容定員に対する在籍学生比率は ０．２１とな

っている。理学研究科への進学に対する興味・関心

を高めるため、 同研究科のリーフレットを作成し、

理学部の新入生ガイダンスおよび父母懇談会で配

付するなど、情宣活動の強化を図っている。さらに

商学部経営学科における、２０１９（令和元）年度の

１７



　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

・

理学研究科独自の制度である「理学研究科高度化推

進事業（院生経費）タイプ皿」 において、 博士課程

後期の大学院生に対する研究費の支援も行ってい

る（資料１‐９－５）。

　

薬学研究科修士課程における、２０１９（令和元）年

度の収容定員に対する在籍学生比率は ０，５７となっ

ている。２０１９（令和元）年度から入学定員を５人か

ら２人に変更したことにより、同比率は向上したも

のの、依然として定員を満たしておらず、入学者の

さらなる増加を図るべく、社会人向け教育の充実を

図り、社会人薬剤師の学び直しや最新知識の修得の

場といった側面からの需要に応えていく予定であ

る。

　

法曹実務研究科における、２０１９（令和元）年度の

収容定員に対する在籍学生比率は ０．５２となってい

る。入学者のさらなる増加を図るべく、入試担当の

運営委員を中心として、本学のみならず、九州各地

の大学で入試説明会を実施している （資料１‐９‐６）。
また、学部生向けに法科大学院授業の体験受講を実

施するなどの措置を講じている （資料１－９‐７）。
改善状況を示す具体的な根拠・データ等

・１‐９一１

　

「大学基礎データ表３」

・１－９－２

　

「大学基礎デ」夕表４」

・１」９－３

　

「経済学研究科通常委員会議事録 （２０１９（平成３１年）２月１８日開催）」
・１－９－４

　

「大学院入試改正 （博士前期）」

・１－９→５

　

「『理学研究科高度化推進事業 （院生経費） タイプｎｌ』 への申請及び

　　　　

その運用に関する申合せ」

・１－９→６

　

「学生募集活動スケジュ←ル」

・１→９

　

「福岡大学法科大学院体験入学案内一式」

理学研究科独自の制度で

　　　　　　　　　

以

　

上
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